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令和７年度人権教育に係る年間計画の取組状況について 

 

１ 概要 

  平成 26年３月の「湯河原町いじめに関する調査委員会」調査報告書を受けて、平成

26 年度より本町において「人権教育に係る年間計画」を作成し、各学校での取組を始

めました。 

  各学校は、本町の計画を基に、学校の状況や児童・生徒の実態、発達段階を踏まえ

たうえで、工夫した取組を行いました。また、取組及び実施後の振り返りと評価を月

毎にまとめ、年３回の定期報告を受け、次年度の取組に向けた各学校の成果と課題を

確認し合っています。 

 

２ 主な取組 

 町全体 

  毎年４月を「湯河原町人権教育月間」と位置付けて、学校を中心に人権教育に係る

取組を重点的に行いました。例年、平成 25年の事案について、湯河原町いじめに関す

る調査委員会の調査報告書等を職員で共有し、共通理解を図っています。朝会で校長

や人権担当教諭から人権講話を行ったり、道徳の授業で「友情・信頼」、社会の授業で

「基本的な人権の尊重」などについて取り上げたりしました。 

また、例年８月に実施している人権教育研修を、人権教育月間である４月に実施しま

した。令和７年度は、認定特定非営利活動法人 ReBit 齋藤洋一（ひろかず）さんをお

招きし、「多様な性と私たち～SOGIE インクルーシブな学校環境づくりに向けて～をテ

ーマにご講演いただき、人権意識を醸成しました。 

地域に対しても、湯河原中学校の美術部によって啓発ポスターを作製いただき、町

内のさまざまな場所に掲出したりすることで、「人権」に対する意識を高めていただけ

るような取組としました。 

  今年度もＡＣＴ（アート コミュニケーション トレーニング）を各学校で実施し

ました。そこでは他者と関わりながら創造的・創作的な活動に取り組むことを通して、

自分や他者を理解することで、よりよいコミュニケーションを学ぶ場としました。 

  『「人権」に関する川柳』も小学校５・６年生と中学校１～３年生を対象に募集し、

人権について考える機会としました。令和７年度は、点の応募があり、その中から選

ばれた入賞作品が印刷したプリントをクリップファイルに入れ、小学校５・６年生、

中学校１～３年生に配布しました。昨年度は、最優秀賞１点、優秀賞２点、努力賞４

点の計７点を表彰することで、学校や地域の人権意識啓発に努めました。 

  さらに、いじめ問題対策連絡協議会や学校サポート会議等を活用し、各学校の状況

や課題、及び取組や関係諸機関との情報を共有することで、よりよい児童・生徒指導

をめざしています。 

 

湯河原中学校 

  ハートフルウィークとして生徒と教員との丁寧な面談を定期的に実施しています。

特に、２回目のハートフルでは、担任だけでなく、部活動の顧問も連携し、一人の生

徒に対して多面的に関わることを意識しています。あわせてＱ－Ｕアンケートや生活

アンケートを実施し、一人ひとりの気持ちに寄り添いながら、生徒理解を深め、その

後の指導・支援につなげることができています。 

  また、学校行事、生徒会活動、道徳の時間など、人権を意識した取組に留まらず、

生徒が主体となる取組を通して、自己有用感の醸成につながるように工夫・改善が図

られています。運動会では、勝ち負けにこだわることがないように指導し、３年生が

リーダーシップを発揮しながら、励まし合って活動する姿がみられました。合唱コン

サートでは特別支援学級の生徒も包摂する温かい雰囲気で活動したり、運動会の縦割

りブロックで再び交流して高め合ったりすることができました。生徒会役員が主体と

なった取組である「いじめ検証会議」を実施し、「いじめはなぜ起きるのか、なくすた

めには学校はどう変わっていけばよいか」をテーマに生徒と教員が意見交換を行いま

した。生徒と教員が同じ目線に立って協議・協働して湯河原中学校を築いていくとい

う共通意識を持つことができています。１１月には、もと電動車いすサッカー選手を

お招きし、人権講演会を行いました。 

  今後も「誰にとっても安心で安全で居心地の良い学校」となるよう、生徒と教員が

共通意識をもって活動を続けていくことが必要です。 

 

 

各小学校 

  担任と児童の個別面談の充実や、校長面談の実施、さらに、Ｑ－Ｕアンケート、生

活アンケートの実施による児童の多面的な実態把握に努め、児童が学校を、居心地の

よい安心できる場所と感じることができるように努めました。 

  行事を再構築する中で、児童会を中心とした集会の企画・運営など、できる限りの

児童の主体的な取組を通して、異学年が交流する機会を増やし、自己有用感や、他者

と肯定的に関わる態度を醸成することができました。 

  また、各校の人権課題に合わせて人権研修の講師や、講話の内容、掲示物等を工夫

することで、教職員や児童の人権意識を高めています。 

  児童や保護者の教育的ニーズや課題が複雑化、低年齢化している現状にあって、児

童全員を対象としたスクリーニングを実施し、情報を共有することで、児童一人一人

の発達段階や特性への理解を深め、必要に応じてスクールカウンセラー等と連携する

など、支援・指導をチームで行っています。児童指導委員会やフロアーミーティング、

ケース会議等の校内体制及びその取り組み状況についてＰＤＣＡサイクルに基づき、

検証を深め、今後も児童の状況に即した取組となるよう努めていこうとしています。 
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月 現状予測 ねらい・目的 提言 

４ 

・平成 25 年４月 10 日の事案が、に年数の

経過や教職員の入れ替わりと共に薄らい

でいく危惧がある。 

・入学、クラス替え、担任交代等もあり、

児童・生徒の心の状況が不安定である。 

・教職員の異動等で、いじめ問題等に対す

る指導方針やマニュアルの徹底が必要と

なる。 

・平成 25 年 4 月 10 日の事案を共有し、決

して繰り返さないという思いを持ち、町全

体でこれからの「生きる力」を育む。 

・新しい環境の中、児童・生徒が、望まし

い人間関係を構築していけるようにする。 

・教職員が、いじめ問題等を含む、児童・

生徒指導の方針及びマニュアルを共通理

解し、児童・生徒指導を行うための共通意

識を持つ。 

① 

④ 

⑤ 

⑩ 

５ 
・新しい環境にも慣れ始め、それに伴い、

様々な悩み、トラブル等が発生する。 

・担任とゆったりと時間を取って、話をす

ることで、児童・生徒に「安心感」を生む。 
④ 

６ 

・４、５月で解消できなかった事案に対し、

児童・生徒の中に表出しにくい（できない）

思いが積み重なっていることがある。 

・保護者は担任や学級の様子をわかり始め

るが、何か課題が生じたときに「これくら

いで相談するのは…」とためらう保護者も

いる。 

・言葉では表出しにくい（できない）思い

を、文字により表出するチャンスを設定

し、児童・生徒の思いを把握するとともに、

保護者の思いについても把握するように

努める。 

・学級集団の状態や、子ども一人ひとりの

意欲・満足感などを測定し、今後の指導に

役立てる。 

④ 

⑥ 

７ 

・夏休みを迎えるにあたり、落ち着かない

状況にある。 

・学校は、４～７月の取組を振り返る時期

にある。 

・日常のやり取りやアンケートでは表出し

にくい思いを把握する。 

・４～７月の取組を振り返り、成果、課題、

課題解決のための手立てを分析し、夏休み

以降の取組に生かす。 

③ 

④ 

８ 

・夏季休業中であるため、教職員が、夏休

み前までの取組をしっかりと振り返り、夏

休み後の取組について研究と修養に努め

る、より一層の時間的な余裕がある。 

・夏休み前までの取組をしっかりと振り返

り、夏休み後の取組について研究と修養に

努める。 

支２ 

９ 

・夏休みを経て、児童・生徒の人間関係も

変化し、中には、表出しにくい（できない）

思いを積み重ねている児童・生徒もいるこ

とがある。 

・夏休みの生活を通して、新たな人間関係

や、自己を取り巻く環境の変化等が生じ、

それに伴い、様々な悩み、トラブル等が発

生する。 

・言葉では表出しにくい（できない）思い

を、文字により表出する機会を設定し、児

童・生徒の思いを把握する。 

・担任とゆったりと時間を取って、話をす

ることで、児童・生徒に「安心感」を生む。 

⑥ 

④ 

月 現状予測 ねらい・目的 提言 

10 

・運動会（小）、合唱コンサートや学習発

表会（中）など、大きな学校行事が実施さ

れ、児童・生徒も慌ただしい日々を送る中

で、トラブル等が生じる可能性が高い。 

・学校行事を通して、「みんなで一つのも

のを作り上げる」という意識の元、学校行

事を成功させる。 

④ 

11 

・大きな学校行事を経験し、児童・生徒の

中には、表出しにくい（できない）思いを

積み重ねている児童・生徒もいることがあ

る。 

・言葉では表出しにくい（できない）思い

を、文字により表出するチャンスを設定

し、児童・生徒の思いを把握する。 

⑥ 

12 

・冬休みを迎えるにあたり、落ち着かない

状況にある。 

・Ｑ-Ｕ（第１回）から半年を経て、児童・

生徒を取り巻く状況や本人の状態に変化

が生じている。 

・学校は、４～12 月の取組を振り返る時期

にある。 

・日常のやり取りやアンケートでは表出し

にくい思いを把握する。 

・学級集団の状態や、子ども一人ひとりの

意欲・満足感などを測定し、今後の指導に

役立てる。 

・４～12 月の取組を振り返り、成果、課題、

課題解決のための手立てを分析し、冬休み

以降の取組に生かす。 

④ 

⑥ 

１ 

・冬休みの生活を通して、新たな人間関係

や、自己を取り巻く環境の変化等が生じ、

それに伴い、様々な悩み、トラブル等が発

生する。 

・担任とゆったりと時間を取って、話をす

ることで、児童・生徒に「安心感」を生む。 
④ 

２ 

・新年度をあと数カ月で迎えるにあたり、

児童・生徒の中には、表出しにくい（でき

ない）思いを積み重ねている児童・生徒も

いることがある。 

・言葉では表出しにくい（できない）思い

を、文字により表出するチャンスを設定

し、児童・生徒の思いを把握する。 

⑥ 

３ 

・学校は、今年度の取組を、経営反省とし

て振り返る時期にあり、来年度に向けた体

制づくりが必要となる。 

・今年度の取組を振り返り、成果、課題、

課題解決のための手立てを分析し、来年度

の体制づくりや取組に生かす。 

③ 

 

 





































































































  

 

 

 

学校及び教育委員会が執るべき措置への提言に対する具体的な取組について 

（「湯河原町いじめに関する調査委員会」調査報告書（平成 26 年３月２日）より） 

 

【提言】 

 

① 本件事故が起こった４月を、湯河原町の「いじめ防止・人権月間」のように位置付け、

町内の小中学校で、本件を忘れないために、新年度のいじめ予防の方針を確認したり、「い

じめ予防授業」や講演会などに取組むこと。 

 

② 支援対策本部の提言を具体化するためのプロセスや財政的裏付けを検討すること。 

 

③ 今回のいじめ対策を一過性のものとせず、継続と具体化の努力をすること。 

 

④ 湯河原中学校が、生徒たちにとって、安心できる「居場所」となりうるよう意識した取

組みをすること。 

 

⑤ 教員間の連携を促進できる体制を速やかに確保すること。 

 

⑥ 生徒や保護者の声を聴くためのアンケートは、しっかり目的を定め、記載内容は丁寧に

拾い上げ、アンケート用紙の保管には十分に配慮をすること。 

 

⑦ 町教育委員会の人的体制を充実させること。 

 

⑧ 湯河原町は、いかなる児童・生徒を育みたいと考えているのかについて、子どもの最善

の利益のため、宣言もしくは条例を制定して、全町民の共通の目標とすること。 

 

⑨ 町教育委員会は、いじめ防止に関する対策の実践について、毎年検証を行い町議会に報

告すること。また、町民が参加したいじめ対策協議会を設置すると共に、必要な費用を予

算化すること。 

 

⑩ 湯河原中学校は、スムースな情報共有・情報連携のための校内システムを早急に確立し、

また、毎年度末にいじめ防止の取り組みをまとめて町教育委員会に報告すること。 

 

⑪ 支援対策本部の調査報告書及び本調査委員会の調査報告書をできうる限り公開し、本事

案の教訓を関係者で共有すること。 

 

 

 

 

今後に向けての取組について 

（「湯河原中学校支援対策本部」調査報告書より） 

 

○学校として 

１ いじめ問題対策委員会の設置 

 

２ 教職員の資質の向上についての取組 

 

３ 教育活動の見直し 

 

４ 生徒指導の見直し 

 

５ 教育相談の見直し 

 

６ 部活動の見直し 

 

７ 家庭・地域・関係機関とのさらなる連携 

 

８ 小・中の連携 

 

○町教育委員会として 

１ 教員研修の充実 

 

２ 学びづくりを基盤とした授業改善 

 

３ 指導主事の派遣 

 

４ 町子どもフォーラムでの啓発活動 

 

５ 町支援教育アドバイザーの活用 

 

６ スクールソーシャルワーク・サポーターの活用 

 

７ 町学校サポート会議の取組み 

 

８ 町学校支援ボランティアコーディネーターとの協力 

 

９ 地域への啓発活動 

 

10 関係諸機関との連携 
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